
令和元年度　　東京都計画に関する

　 事後評価

令和６年１月

東京都



個票　１

総事業費（単位：千円） 12,612

事業の有効性・効率性

事業終了後1年以内のアウトカム指標：専門的な実地研修を受講することで、充実した小
児救命・集中治療体制の確保がなされた。

（１）事業の有効性
小児集中治療医を志す多くの医師が専門的な実地研修を受講することで、充実した小児
救命・集中治療体制の確保を図ることが可能となる。

（２）事業の効率性
小児集中治療医を志す医師が専門的な実地研修を受講することで、小児救急医療体制
の充実が図られた。

その他

事業の内容

小児の集中治療に係る専門的な実地研修をすることにより、小児集中治療室で従事する
小児の救命救急医療及び集中治療を担う医師等を養成し、確保する。

アウトプット指標（当初の目標値）

研修受講者数（2施設で年間30名程度）

アウトプット指標（達成値）

研修受講者数（2施設で年間10名受講）

事業の期間
令和4年度

　　　　　　　　　　　　／

事業名 小児集中治療室医療従事者研修事業

事業の区分 Ⅲ　医療従事者の確保に関する事業

事業の対象となる区域 東京都全域

事業の実施主体 小児救命救急センター

背景にある医療・介護ニーズ

小児集中治療医が不足する中、良質な小児救命、集中治療体制を維持していくため、小
児の集中治療に係る専門的な実地研修をすることにより、小児集中治療室で従事する小
児の救命救急医療及び集中治療を担う医師等を養成し、確保する。

アウトカム指標：小児救命救急センター数　2施設（R4現在）→維持
1日あたり小児救命救急センター医師数　50人(H29末時点)→維持

継続 終了継続 終了



個票　２

総事業費（単位：千円） 25,542

事業の有効性・効率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標：安全安心で質の高い周産期医療の提供のため、
専門性の高い産科医の確保育成を図る。

（１）事業の有効性
研修医手当を支給することにより、地域の産科医療機関における専門性の高い医師の増
加を図る。

（２）事業の効率性
専門性の高い産科医を確保することにより、適切・迅速な医療の提供に寄与する。

その他

当該支援事業の活用・促進を図るため、年度当初に都内の該当施設へ事業概要等の書
類を送付し周知している。

事業の内容

臨床研修修了後の専門的な研修において、産科を選択する医師に対し研修医手当等を
支給することにより、将来の産科医療を担う医師の育成を図る。

アウトプット指標（当初の目標値）

手当支給者数105人
手当支給施設：病院16施設

アウトプット指標（達成値）

手当支給者数101人
手当支給施設：病院18施設

事業の期間
令和4年度

　　　　　　　　　　　　／

事業名 産科医育成支援事業

事業の区分 Ⅳ　医療従事者の確保に関する事業

事業の対象となる区域 東京都全域

事業の実施主体 東京都

背景にある医療・介護ニーズ

分娩を取り扱う病院、診療所及び助産所が減少していることから、専門性の高い産科医を
配置することで、医療機関での患者受け入れの拡大を図る。

 アウトカム指標：手当支給施設の産科・産婦人科医師数233人（R3）→ 236 人（R4年度末）

継続 終了継続 終了


